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「新待機児童ゼロ作戦」について（概要）

働きながら子育てをしたいと
願う国民が、その両立の難し
さから、仕事を辞める、あるい
は出産を断念するといったこと
のないよう、

○ 働き方の見直しによる

仕事と生活の調和の実現

○ 「新たな次世代育成

支援の枠組み」の構築

の二つの取組を「車の両輪」と
して進めていく。

希望するすべての人が安心
して子どもを預けて働くことが
できる社会を目指して

保育施策を質・量ともに充
実・強化するための「新待機
児童ゼロ作戦」を展開

○保育サービスの量的拡充と提供手
段の多様化 〔児童福祉法の改正〕

保育所に加え、家庭的保育（保育ママ）、認
定こども園、幼稚園の預かり保育、事業所内
保育施設の充実

○小学校就学後まで施策対象を拡
大

小学校就学後も引き続き放課後等の生活の
場を確保

○地域における保育サービス等の計
画的整備 〔次世代育成支援対策推進
法の改正〕

女性の就業率の高まりに応じて必要となる
サービスの中長期的な需要を勘案し、その絶
対量を計画的に拡大

○子どもの健やかな育成等のため、
サービスの質を確保

趣旨 目標・具体的施策 集中重点期間の対応

（※）「仕事と生活の調和推進のための行動指針（平成19年12月）」
における仕事と生活の調和した社会の実現に向けた各主体の取組
を推進するための社会全体の目標について、取組が進んだ場合に
10年後（2017年）に達成される水準

希望するすべての人が子どもを預けて働くこ
とができるためのサービスの受け皿を確保し、
待機児童をゼロにする。特に、今後３年間を
集中重点期間とし、取組を進める。

＜１０年後の目標＞

・保育サービス（３歳未満児）の提供割合 20％
→ 38％ （※）
【利用児童数100万人増（０～５歳）】

・放課後児童クラブ（小学１年～３年）の
提供割合 19％ → 60％ （※）
【登録児童数145万人増】

当面、以下の取組を進めるとともに、集中

重点期間における取組を推進するため、

待機児童の多い地域に対する重点的な支

援や認定こども園に対する支援などについ

て夏頃を目途に検討

⇒ この目標実現のためには
一定規模の財政投入が必要

税制改革の動向を踏まえつつ、
「新たな次世代育成支援の枠組み」
の構築について速やかに検討。
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保育・放課後サービスの現状と潜在的ニーズとの差

【保育所、放課後児童クラブ単価（円）】
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就業希望者が就業でき
るためには、3歳未満児
の保育利用率を
20%→38%へ上げる必要

就業希望者が就業でき
るためには、小１～3年生
の放課後児童クラブ利用
率を19%→60%へ上げる
必要

就業希望者が就業できる
ためには、3歳～5歳児の
保育利用率を
40%→56%へ上げる必要
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サービス量の落差
（いわゆる「小1の壁」）

０歳　　　　　　～　　　　　　２歳 ３歳　　　　　～　　　　　５歳 小学校1年　　～　　小学校3年

３８％

○ 我が国では、多くの女性が出産退職し、幼い末子を有する母の就業率は低く留まっているが、就業希望者は多い。
（0～3歳：就業率31％＋就業希望者25％、 4～6歳：就業率51％＋就業希望者20％、 7～9歳：就業率62％＋就業希望者13％）

○ 「新待機児童ゼロ作戦」では、これらの就業希望を実現するための抜本的なサービス基盤の拡充の必要性を提示。

100万人(※) 145万人(※)

※潜在的ニーズの量は、
現在の児童人口にサー
ビス利用率を乗じたもの
であり、将来の児童数に
より変動があり得る。


